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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　針状の凹状パターンを有する母型を準備する準備工程と、
　前処理液槽に保持される脱気された前処理液に前記母型を浸漬し、前記母型の凹状パタ
ーンに超音波振動子から発生される超音波を印加し、前記凹状パターンを構成する凹部に
前記前処理液を充填する充填工程と、
　前記前処理液槽から前記母型を取り出す取出し工程と、
　前記母型を、電鋳槽に保持される電鋳液に浸漬し、電鋳処理することにより前記母型の
凹状パターンの面に金属体を形成する形成工程と、
　前記金属体を前記母型から剥離して、前記凹状パターンの反転形状の突起状パターンを
有する電鋳金型を得る剥離工程と、
　前記電鋳金型を用いて凹状パターンを有するモールドを作製する工程と、
　前記モールドの凹状パターンへ薬剤を含むポリマー溶解液を充填し、次いで前記ポリマ
ー溶解液を乾燥させることによりポリマーシートを形成する工程と、
　を含む経皮吸収シートの製造方法。
【請求項２】
　前記前処理液が水である請求項１に記載の経皮吸収シートの製造方法。
【請求項３】
　前記超音波振動子と前記母型の前記凹状パターンの形成される表面とを対向配置させる
、請求項１又は２に記載の経皮吸収シートの製造方法。
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【請求項４】
　前記母型が樹脂材料で構成される、請求項１から３の何れか一項に記載の経皮吸収シー
トの製造方法。
【請求項５】
　前記樹脂材料が、熱可塑性樹脂、又は紫外線硬化樹脂である、請求項４に記載の経皮吸
収シートの製造方法。
【請求項６】
　前記脱気された前処理液の溶存酸素濃度が０．５ｍｇ／Ｌ以下である請求項１から５の
何れか一項に記載の経皮吸収シートの製造方法。
【請求項７】
　前記前処理液槽に循環流路を介して接続される真空脱気装置を備え、前記脱気された前
処理液は、前処理液を前記前処理液槽と前記真空脱気装置との間を循環させることにより
準備される請求項１から６の何れか一項に記載の経皮吸収シートの製造方法。
【請求項８】
　前記モールドを作製する工程は、前記電鋳金型の突起状パターンの反転形状である凹状
パターンを有する樹脂製のモールドを作製することを含む請求項１から７の何れか一項に
記載の経皮吸収シートの製造方法。
【請求項９】
　前記ポリマーシートを前記モールドから剥離する剥離工程を含む請求項１から８の何れ
か一項に記載の経皮吸収シートの製造方法。
【請求項１０】
　前記ポリマー溶解液が水溶性材料を含む請求項１から９の何れか一項に記載の経皮吸収
シートの製造方法。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は経皮吸収シートの製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、痛みを伴わずにインシュリン（Insulin）及びワクチン（Vaccines）及びｈGH（h
uman Growth Hormone）などの薬剤を皮膚内に投与可能な新規剤型として、マイクロニー
ドルアレイ（Micro-Needle Array）が知られている。マイクロニードルアレイは、薬剤を
含み、生分解性のあるマイクロニードル（微細針、又は微小針ともいう）をアレイ状に配
列したものである。このマイクロニードルアレイを皮膚に貼付することにより、各マイク
ロニードルが皮膚に突き刺さり、これらマイクロニードルが皮膚内で吸収され、各マイク
ロニードル中に含まれた薬剤を皮膚内に投与することができる。マイクロニードルアレイ
は経皮吸収シートとも呼ばれる。
【０００３】
　上述の医療用もしくは美容用のマイクロニードルアレイを製造する方法において、機械
加工により作製された金属製のマイクロニードルアレイを原版として利用することが行な
われている。作製されたマイクロニードルアレイの原版を用いて反転樹脂型である凹型の
モールドを作製する。次に作製されたモールドから医療用もしくは美容用のマイクロニー
ドルアレイを製造する。医療用もしくは美容用のマイクロニードルアレイを大量に生産す
るためには、多くの原版が必要となる。しかしながら、機械加工で作製された原版（金属
製のマイクロニードルアレイ）を量産する場合、原版を作製するための作業が増加するた
め、原版の作製コストが高くなる。
【０００４】
　そこで、原版からモールドを作製し、このモールドを用いて電鋳法により原版を複製す
ることが考えられる。電鋳法を利用した場合、原版の複製型を効率的に作製できるので、
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コストを低減することが可能となる。
【０００５】
　しかしながら、凹型のモールドを陰極に取り付けて電鋳処理した際、モールドの凹部に
気体（気泡）が付着する場合がある。凹部の気体に起因して、電鋳膜の突起部の内部に空
洞が形成されたり、電鋳膜の突起部に欠けが生じたりする懸念がある。
【０００６】
　特許文献１には、電鋳液に超音波を印加することにより、陰極に取り付けられ原版に付
着した気体を除去することが開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開平４－２３８１２９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら、特許文献１に記載された超音波を印加する技術だけでは、原版に付着し
た気体を十分に除去することは困難であった。気体の除去が十分でない場合、電鋳金型に
空洞、及び／又は欠けが発生する。その結果、電鋳金型を利用して経皮吸収シートを製造
することが困難になる。
【０００９】
　本発明は、このような事情に鑑みてなされたもので、電鋳金型を利用した経皮吸収シー
トの製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明の一態様によると、経皮吸収シートの製造方法は、針状の凹状パターンを有する
母型を準備する準備工程と、前処理液槽に保持される脱気された前処理液に母型を浸漬し
、母型の凹状パターンに超音波振動子から発生される超音波を印加し、凹状パターンを構
成する凹部に前処理液を充填する充填工程と、前処理液槽から母型を取り出す取出し工程
と、母型を、電鋳槽に保持される電鋳液に浸漬し、電鋳処理することにより母型の凹状パ
ターンの面に金属体を形成する形成工程と、金属体を母型から剥離して、凹状パターンの
反転形状の突起状パターンを有する電鋳金型を得る剥離工程と、電鋳金型を用いて凹状パ
ターンを有するモールドを作製する工程と、モールドの凹状パターンへ薬剤を含むポリマ
ー溶解液を充填し、次いでポリマー溶解液を乾燥させることによりポリマーシートを形成
する工程と、を含む。
【００１１】
　好ましくは、前処理液が水である。
【００１２】
　好ましくは、超音波振動子と母型の凹状パターンの形成される表面とを対向配置させる
。
【００１３】
　好ましくは、母型が樹脂材料で構成される。
【００１４】
　好ましくは、樹脂材料が、熱可塑性樹脂、又は紫外線硬化樹脂である。
【００１５】
　好ましくは、脱気された前処理液の溶存酸素濃度が０．５ｍｇ／Ｌ以下である。
【００１６】
　好ましくは、前処理液槽に循環流路を介して接続される真空脱気装置を備え、脱気され
た前処理液は、前処理液を前処理液槽と真空脱気装置との間を循環させることにより準備
される。
【００１７】
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　好ましくは、モールドを作製する工程は、電鋳金型の突起状パターンの反転形状である
凹状パターンを有する樹脂製のモールドを作製することを含む。
【００１８】
　好ましくは、ポリマーシートをモールドから剥離する剥離工程を含む。
【００１９】
　好ましくは、ポリマー溶解液が水溶性材料を含む。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明によれば、電鋳金型を利用して経皮吸収シートを製造することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】電鋳金型の作製方法の手順を示す工程図である。
【図２】電鋳金型の作製方法の手順を示す工程図である。
【図３】電鋳金型の作製方法の手順を示す工程図である。
【図４】電鋳金型の作製方法の手順を示す工程図である。
【図５】母型であるモールドの斜視図である。
【図６】母型の作製方法の手順を示す工程図である。
【図７】別の母型の作製方法の手順を示す工程図である。
【図８】電鋳金型を用いたモールドの作製方法の手順を示す工程図である。
【図９】経皮吸収シートの製造方法の手順を示す工程図である。
【図１０】個別の経皮吸収シートの斜視図である。
【図１１】実施例１に係る電鋳金型の突起状パターンの外観写真である。
【図１２】比較例１に係る電鋳金型の突起状パターンの外観写真である。
【図１３】比較例２に係る電鋳金型の突起状パターンの外観写真である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　以下、添付図面にしたがって本発明の好ましい実施の形態について説明する。本発明は
以下の好ましい実施の形態により説明される。本発明の範囲を逸脱すること無く、多くの
手法により変更を行うことができ、本実施の形態以外の他の実施の形態を利用することが
できる。したがって、本発明の範囲内における全ての変更が特許請求の範囲に含まれる。
【００２３】
　ここで、図中、同一の記号で示される部分は、同様の機能を有する同様の要素である。
また、本明細書中で、数値範囲を“　～　”を用いて表す場合は、“　～　”で示される
上限、下限の数値も数値範囲に含むものとする。
【００２４】
　本発明の実施形態について、図面を参照して説明する。図１～図４は電鋳金型の作製方
法の手順を示す工程図である。図５は母型であるモールドの斜視図である。
【００２５】
　図１（Ａ）は、母型となるモールド１０を準備する準備工程を示している。図１（Ａ）
、及び図５に示すように、モールド１０は、表面１０Ｂ（又は一方面）の側に形成された
針状の凹状パターン１０Ａ（以下、単に凹状パターン１０Ａとも称する。）を有している
。凹状パターン１０Ａは作製したい電鋳金型の突起状パターン（又は、製造したい経皮吸
収シートの突起状パターン）の反転形状を有している。
【００２６】
　針状の凹状パターン１０Ａとは、モールド１０の表面１０Ｂから他方面に向けて延びる
針状の凹部１２により構成され、凹部１２がモールド１０の表面１０Ｂの側に配置されて
いる状態をいう。凹部の数、凹部の配置、凹部の深さ等は限定されない。ここで、針状と
は、表面１０Ｂから他方面に向けて、深さ方向に先細りの形状を意味する。例えば、錐体
形状、柱形状と錐体形状との組み合わせ、錐台形状と錐体形状との組み合わせ等を挙げる
ことができる。また、凹部の開口長さに対する深さの比（アスペクト比）は１．２～８．
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０である。
【００２７】
　凹状パターン１０Ａは、作製したい電鋳金型の突起状パターンの反転形状であるので、
凹状パターン１０Ａの各凹部の大きさ、数、及び配置は、電鋳金型の突起状パターンの大
きさと基本的に同じとなる。図１（Ａ）、及び図５に示すように、モールド１０は、表面
１０Ｂの側には４×４の凹状パターン１０Ａが形成される。
【００２８】
　次に、図１（Ｂ）は、電鋳処理に用いられる陰極２０にモールド１０を取り付けた状態
示す図である。陰極２０は、少なくともシャフト２２と陰極板２４とを備えている。モー
ルド１０は、凹状パターン１０Ａが陰極板２４とは反対側を向く位置に、固定部材２６に
より陰極板２４に着脱自在に取り付けられる。シャフト２２と陰極板２４とは導電部材で
構成される。ここで、電鋳処理とは、電気めっき法により型の表面に金属を析出させる処
理方法をいう。
【００２９】
　次に、図１（Ｃ）は、モールド１０の凹状パターン１０Ａの凹部に脱気された前処理液
３２を充填する充填工程を示している。図１（Ｃ）に示すように、前処理液３２を保持す
る前処理液槽３０が設置されている。真空脱気装置３６が循環流路３４を介して前処理液
槽３０と接続されている。また、超音波振動子３８が前処理液槽３０の中に設置されてい
る。さらに、前処理液３２の溶存酸素濃度を測定するため、溶存酸素計４０が前処理液槽
３０の中に設置されている。真空脱気装置３６とは、前処理液３２の中に溶け込んでいる
溶存気体を、真空脱気法を用いて脱気する装置である。
【００３０】
　本実施形態では、陰極２０に取り付けられた状態で、母型であるモールド１０が、前処
理液槽３０に保持される前処理液３２に浸漬される。モールド１０を前処理液３２の中に
浸漬する際、モールド１０の凹状パターン１０Ａの形成される表面１０Ｂと超音波振動子
３８とが位置合わせされる。モールド１０の凹状パターン１０Ａの形成される表面１０Ｂ
と超音波振動子３８とが対向配置される。超音波振動子３８と表面１０Ｂとが向き合って
いるので、超音波を効率よく印加することができる。
【００３１】
　前処理液槽３０の前処理液３２は循環流路３４により前処理液槽３０と真空脱気装置３
６とを循環され、前処理液３２は真空脱気装置３６を通過する際に脱気される。ここで脱
気された前処理液とは、溶存酸素濃度が８．０ｍｇ／Ｌ以下（２０℃、１ａｔｍ（１０１
．３２５ｋＰａ））を意味する。通常の純水では、溶存酸素濃度は８．８４ｍｇ／Ｌ程度
である（２０℃、１ａｔｍ（１０１．３２５ｋＰａ））。
【００３２】
　前処理液３２の溶存酸素濃度が０．５ｍｇ／Ｌ以下となるまで、前処理液３２を脱気す
ることが好ましい。前処理液３２の溶存酸素濃度は、溶存酸素計４０により測定すること
ができる。例えば、前処理液３２として純水を使用した場合、前処理液３２を１時間程度
、前処理液槽３０と真空脱気装置３６との間を循環させることにより、前処理液３２の溶
存酸素濃度を０．５ｍｇ／Ｌ以下とすることができ、脱気された前処理液３２を準備する
ことができる。
【００３３】
　前処理液３２の溶存酸素濃度を０．５ｍｇ／Ｌ以下にすることにより、より効果的に、
モールド１０の凹部１２に気体が残存しないようにできる。
【００３４】
　モールド１０の凹状パターン１０Ａに、超音波振動子３８から発生される超音波を印加
する。脱気された前処理液３２もモールド１０を浸漬し、凹状パターン１０Ａに超音波を
印加することにより、凹状パターン１０Ａを構成する凹部１２に存在する気体が除去され
、前処理液３２が凹部１２に充填される。
【００３５】
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　本実施形態では脱気された前処理液３２を用いているので前処理液３２に溶解している
気体は少ない。さらに、前処理液３２に超音波を印加することにより、前処理液３２に瞬
間的に正と負の圧力が加わり、負圧で微小な気泡が瞬間的に発生、消滅を繰り返すいわゆ
るキャビテーションを引き起こし、これにより前処理液３２の中の気体が除去される。超
音波で気体を前処理液３２の中に溶解、消滅させることができる。
【００３６】
　針状の凹状パターン１０Ａに向けて超音波を加えているので、凹状パターン１０Ａの凹
部１２に存在する気体を除去できる。また、気体が除去されているので、凹部１２に前処
理液３２を充填することができる。特に、超音波により前処理液３２を凹部１２の先細り
の先端部にまで押し込むことが可能となる。ここで、超音波とは２０ｋＨｚ以上の周波数
であることを意味する。
【００３７】
　前処理液槽３０に保持される前処理液３２として、純水、又は純水に電鋳液成分を溶解
させた水溶液等を使用することができる。
【００３８】
　図２（Ｄ）は母型であるモールド１０を前処理液槽３０から取り出す取出し工程を示し
ている。図２（Ｄ）に示すように、陰極２０に取り付けられた状態で母型であるモールド
１０が、前処理液槽３０（不図示）から取り出される。モールド１０の凹状パターン１０
Ａを構成する凹部１２には、十分に脱気された前処理液３２が充填される。
【００３９】
　図２（Ｅ）は、陰極２０に取り付けられた母型であるモールド１０を電鋳液６２に浸漬
する際の状態を示す図である。図２（Ｅ）に示すように、モールド１０に対して電鋳処理
を行う電鋳装置６０は、電鋳液６２を保持する電鋳槽６４と、電鋳槽６４をオーバーフロ
ーした電鋳液６２Ａを受け入れるドレーン槽６６と、Ｎｉペレット６８が充填されたチタ
ンケース７０と、を備える。モールド１０を取り付けた陰極２０を電鋳液６２に浸漬する
ことにより電鋳装置６０として機能する。
【００４０】
　ドレーン槽６６に排水配管７２が接続され、電鋳槽６４に供給配管７４が接続される。
電鋳槽６４からドレーン槽６６にオーバーフローした電鋳液６２は、排水配管７２により
回収され、回収された電鋳液６２は、供給配管７４から電鋳槽６４に供給される。
【００４１】
　上述したように、電鋳液６２に浸漬する前には、モールド１０の凹部１２には脱気され
た前処理液３２が充填されている。モールド１０凹部１２には気体が存在していない。図
２（Ｅ）に示すように、前処理液３２を凹部１２に充填した状態でモールド１０を電鋳液
６２に浸漬すると、凹部１２に充填された前処理液３２が電鋳液６２に置換される。この
前処理液３２と電鋳液６２との置換により、電鋳液６２がモールド１０の凹部１２に充填
される。その結果として、モールド１０の凹部１２に気体が持ち込まれることが抑制され
る。
【００４２】
　一方、本発明とは異なりモールド１０の凹部１２に前処理液３２が充填されていない場
合、モールド１０の凹部１２に気体が存在する。この状態で、モールド１０を電鋳液６２
に浸漬した場合、凹部１２の気体が除去されず、電鋳液６２がモールド１０の凹部１２に
十分に充填されない結果となる。
【００４３】
　図３（Ｆ）、及び（Ｇ）は、母型であるモールド１０を、電鋳槽６４に保持される電鋳
液６２に浸漬し、電鋳処理することによりモールド１０の凹状パターン１０Ａの面に金属
体８０を形成する形成工程を示している。
【００４４】
　図３（Ｆ）に示すように陰極２０に取り付けられたモールド１０が、電鋳液６２に完全
に浸漬されている。モールド１０の凹部１２には、気体のない状態で電鋳液６２が充填さ
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れる。陰極２０に保持されたモールド１０は、凹状パターン１０Ａの形成されている面が
、陽極となるチタンケース７０に対向する位置に位置合わせされる。
【００４５】
　次に、図３（Ｇ）に示すように、陰極２０を負電極に接続し、陽極となるチタンケース
７０に正電極を接続する。陰極板２４に保持されるモールド１０を、シャフト２２を中心
に５０～１５０ｒｐｍの回転速度で回転させながら、陰極２０とチタンケース７０との間
に直流電圧を印加する。Ｎｉペレット６８が溶解し、陰極２０に取り付けられたモールド
１０の凹状パターン１０Ａの形成された面に金属体８０（電鋳膜）が形成される。
【００４６】
　凹部１２に気体が無い状態で、電鋳液６２が充填されているので、凹部１２の形状に沿
う金属体８０を形成することができる。特に、突起部に空洞、及び／又は欠けがない金属
体８０を得ることができる。
【００４７】
　電鋳液６２として、例えば、４００～８００ｇ／Ｌのスルファミン酸ニッケルと、２０
～５０ｇ／Ｌのホウ酸と、界面活性剤（例えばラウリル硫酸ナトリウム）等の必要な添加
物とを、混合した液を使用することができる。電鋳液６２の温度は４０～６０℃が好まし
い。
【００４８】
　なお、モールド１０が樹脂材料で構成される場合、まず、モールド１０に対して導電化
処理を行うことが好ましい。例えば、モールド１０に、金属（例えば、ニッケル）をスパ
ッターし、モールド１０の表面、及び凹状パターン１０Ａに金属を付着する。
【００４９】
　図４（Ｈ）に示すように、モールド１０の凹状パターン形成面に金属体８０が形成され
ると、モールド１０を取り付けた陰極２０が電鋳槽６４（不図示）から取り出される。
【００５０】
　次に、図４（Ｉ）に示すように、金属体８０が形成されたモールド１０が、陰極２０か
ら取り外される。
【００５１】
　図４（Ｊ）は、電鋳金型８２を得る剥離工程を示している。図４（Ｊ）に示すように、
金属体８０を母型であるモールド１０から剥離し、突起状パターン８２Ａを有する電鋳金
型８２を得る。突起状パターン８２Ａはモールド１０の凹状パターン１０Ａの反転形状と
なる。電鋳金型８２とは、モールド１０から剥離された金属体８０である。
【００５２】
　上述したように突起部に空洞、及び／又は欠けがない金属体８０を得ることができるの
で、結果として、空洞、及び／又は欠けがない突起状パターン８２Ａを有する電鋳金型８
２を得ることができる。
【００５３】
　次に、凹状パターン１０Ａを有する母型であるモールド１０を作製する方法について、
図６、図７を参照して説明する。図６、図７は、母型であるモールド１０の作製方法の手
順を示す工程図を示している。なお、母型であるモールド１０は樹脂材料で構成されるこ
とが好ましい。モールド１０の作製が容易となるからである。
【００５４】
　図６に示す母型であるモールド１０の作製方法の手順を説明する。図６（Ａ）は、原版
１００を準備した状態を示している。突起状パターン１００Ａを有する原版１００は、例
えば原版１００となる金属基板をダイヤモンドバイト等の切削工具等を用いて機械加工す
ることにより作製される。金属基板としては、ステンレス、アルミニウム合金、Ｎｉ等を
使用することができる。本実施形態では、複数の突起状パターン１００Ａを有する原版１
００が作製される。
【００５５】
　突起状パターン１００Ａとは、原版１００の平面１００Ｂから離間する方向に突出する
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突起部が、原版１００の平面１００Ｂの上に配置されている状態をいう。突起部の数、突
起部の配置の位置等は限定されない。
【００５６】
　突起状パターン１００Ａを構成する突起部を、平面１００Ｂから離間する方向に先細り
となる針部で構成しても、平面１００Ｂから離間する方向に錐台部と先細りとなる針部と
で構成しても、また、平面１００Ｂから離間する方向に、錐台部と柱状部と先細りとなる
針部とから構成しても良い。
【００５７】
　突起部は、例えば、原版１００の平面１００Ｂから１００～２０００μｍの高さを有し
、Φ５０μｍ以下の先端径を有することが好ましい。複数の突起部を有する場合、隣り合
う突起部の間隔は３００～２０００μｍであることが好ましい。突起部のアスペクト比（
突起部の高さ／突起部の底面の幅）は、１．２～８．０であることが好ましい。
【００５８】
　図６（Ｂ）、及び（Ｃ）は、突起状パターン１００Ａを有する原版１００を用いて、凹
状パターン１０Ａを有する樹脂製のモールド１０を作製する工程を示す工程図である。凹
状パターン１０Ａとは、モールド１０の一方面から他方面に向けて延びる凹部が、モール
ド１０の一方面に配置されている状態をいう。凹部の数、凹部の配置の位置等は限定され
ない。
【００５９】
　以下で説明する第１から第３の方法により、凹状パターン１０Ａを有する母型となるモ
ールド１０を作製することができる。
【００６０】
　まず、第１の方法について説明する。紫外線を照射することにより硬化する紫外線硬化
樹脂を準備する。原版１００の突起状パターン１００Ａを紫外線硬化樹脂に押圧する。紫
外線硬化樹脂に原版１００を押圧した状態で、紫外線硬化樹脂に紫外線を照射し、紫外線
硬化樹脂を硬化させる。硬化させた紫外線硬化樹脂から原版１００を剥離する。原版１０
０の突起状パターン１００Ａの反転形状である凹状パターン１０Ａを有する樹脂製のモー
ルド１０が作製される。
【００６１】
　紫外線硬化樹脂とは、紫外線を照射することにより架橋反応、重合反応を経て硬化する
樹脂をいう。紫外線重合性官能基としては、（メタ）アクリロイル基、ビニル基、スチリ
ル基、アリル基等の不飽和の重合性官能基等が挙げられる。
【００６２】
　第２の方法について説明する。モールド１０の材料となる熱可塑性樹脂を準備する。突
起状パターン１００Ａを有する原版１００を加熱する。加熱された原版１００の突起状パ
ターン１００Ａを熱可塑性樹脂の表面に押圧する。熱可塑性樹脂の表面は軟化されている
ので、熱可塑性樹脂の表面は突起状パターン１００Ａの形状に変形される。
【００６３】
　熱可塑性樹脂に原版１００を押圧した状態で、原版１００を冷却する。原版１００を冷
却することにより熱可塑性樹脂を硬化させる。その後、突起状パターン１００Ａが転写さ
れた熱可塑性樹脂から原版１００を剥離する。原版１００の突起状パターン１００Ａの反
転形状である凹状パターン１０Ａを有する樹脂製のモールド１０が作製される。
【００６４】
　熱可塑性樹脂１４の材料として、ＬＤＰＥ（Low Density Polyethylene：低密度ポリエ
チレン）、ＨＤＰＥ（High Density Polyethylene：高密度ポリエチレン）、ＰＰ（polyp
ropylene：ポリプロピレン）、ＰＣ（polycarbonate：ポリカーボネート）等を挙げるこ
とができる。
【００６５】
　次に、第３の方法について説明する。ＰＤＭＳ（polydimethylsiloxane：ポリジメチル
シロキサン、例えば、ダウコーニング社製シルガード１８４）に硬化剤を添加したシリコ
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ーン樹脂を準備する。原版１００の突起状パターン１００Ａをシリコーン樹脂に押圧する
。シリコーン樹脂に原版１００を押圧した状態で、シリコーン樹脂を１００℃で加熱処理
し硬化させる。硬化させたシリコーン樹脂から原版１００を剥離する。原版１００の突起
状パターン１００Ａの反転形状である凹状パターン１０Ａを有する樹脂製の母型となるモ
ールド１０が作製される。なお、モールド１０を作製する方法は、第１～第３の方法に限
定されない。
【００６６】
　次に、図７に示す母型であるモールド１０の作製方法の手順を説明する。図７（Ａ）は
、原版１００を準備した状態を示している。突起状パターン１００Ａを有する原版１００
は、例えば原版１００となる金属基板をダイヤモンドバイト等の切削工具等を用いて機械
加工することにより作製される。金属基板としては、ステンレス、アルミニウム合金、Ｎ
ｉ等を使用することができる。本実施形態では、一つの突起状パターン１００Ａを有する
原版１００が作製される。
【００６７】
　突起状パターン１００Ａの意味、突起部の形状、及び寸法等は図６と同様である。
【００６８】
　図７（Ｂ）、及び（Ｃ）は、突起状パターン１００Ａを有する原版１００を用いて、凹
状パターン１０Ａを有する樹脂製のモールド１０を作製する工程を示す工程図である。
【００６９】
　図７（Ｂ）に示すように、モールド１０となるシート状の熱可塑性樹脂１４を準備する
。原版１００とシート状の熱可塑性樹脂１４とを相対的に移動して、原版１００を熱可塑
性樹脂１４に押圧する位置を決める。
【００７０】
　原版１００を熱可塑性樹脂１４の軟化温度以上に加熱する。原版１００を熱可塑性樹脂
１４の表面１０Ｂの側に押圧する。原版１００の突起状パターン１００Ａが熱可塑性樹脂
１４に押圧される。次いで、原版１００を熱可塑性樹脂１４に押圧した状態で、原版１０
０を冷却することにより、熱可塑性樹脂１４が軟化温度以下になるまで冷却される。
【００７１】
　原版１００と熱可塑性樹脂１４とを引き離して、熱可塑性樹脂１４の表面１０Ｂの側に
、突起状パターン１００Ａの反転形状の凹状パターン１０Ａを形成する。
【００７２】
　凹状パターン１０Ａの形成を終えると、熱可塑性樹脂１４の別の領域において、原版１
００と熱可塑性樹脂１４との位置決めを行う。次いで、加熱された原版１００を熱可塑性
樹脂１４の表面１０Ｂの側に押圧する。原版１００を熱可塑性樹脂１４に押圧した状態で
、原版１００を冷却することにより熱可塑性樹脂１４を軟化温度以下になるまで冷却する
。
【００７３】
　原版１００と熱可塑性樹脂１４の位置決めと、熱可塑性樹脂１４の表面１０Ｂの側にお
ける凹状パターン１０Ａの形成を、必要な回数だけ繰り返す。
【００７４】
　熱可塑性樹脂１４に対して凹状パターン１０Ａの形成を完了することで、母型となるモ
ールド１０が作製される。
【００７５】
　次に、電鋳金型８２を用いてモールドを作製する方法について説明する。図８は電鋳金
型８２を用いたモールド５０の作製方法の手順を示す工程図である。
【００７６】
　図８（Ａ）は、電鋳金型８２を準備した状態を示している。電鋳金型８２は、上述の電
鋳金型の作製方法により作製される。電鋳金型８２は、一方面に突起状パターン８２Ａを
備えている。
【００７７】
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　図８（Ｂ）、及び（Ｃ）は、突起状パターン８２Ａを有する電鋳金型８２を用いて、電
鋳金型８２の突起状パターン８２Ａの反転形状である凹状パターン５０Ａを有する樹脂製
のモールド５０を作製する工程を示す工程図である。凹状パターン５０Ａとは、モールド
５０の一方面から他方面に向けて延びる凹部が、モールド５０の一方面に配置されている
状態をいう。凹部の数、凹部の配置の位置等は限定されない。
【００７８】
　電鋳金型８２を用いてモールド５０を作製する方法について説明する。以下の第１から
第３の方法により、凹状パターン５０Ａを有するモールド５０を作製することができる。
基本的には、図６に示す、原版１００から母型のモールド１０を作製する方法を適用する
ことができる。
【００７９】
　まず、第１の方法について説明する。紫外線を照射することにより硬化する紫外線硬化
樹脂を準備する。電鋳金型８２の突起状パターン８２Ａを紫外線硬化樹脂に押圧する。紫
外線硬化樹脂に電鋳金型８２を押圧した状態で、紫外線硬化樹脂に紫外線を照射し、紫外
線硬化樹脂を硬化させる。硬化させた紫外線硬化樹脂から電鋳金型８２を剥離する。電鋳
金型８２の突起状パターン８２Ａの反転形状である凹状パターン５０Ａを有する樹脂製の
モールド５０を作製することができる。
【００８０】
　第２の方法について説明する。モールド５０の材料となるシート状の熱可塑性樹脂を準
備する。突起状パターン８２Ａを有する電鋳金型８２を加熱する。加熱された電鋳金型８
２の突起状パターン８２Ａを熱可塑性樹脂の表面に押圧する。熱可塑性樹脂の表面は軟化
されているので、突起状パターン８２Ａが熱可塑性樹脂に転写される。
【００８１】
　熱可塑性樹脂に電鋳金型８２を押圧した状態で、熱可塑性樹脂と電鋳金型８２とを冷却
する。電鋳金型８２を冷却することにより熱可塑性樹脂を硬化させる。その後、突起状パ
ターン８２Ａが転写された熱可塑性樹脂から電鋳金型８２を剥離する。電鋳金型８２の突
起状パターン８２Ａの反転形状である凹状パターン５０Ａを有する樹脂製のモールド５０
を作製することができる。
【００８２】
　次に、第３の方法について説明する。ＰＤＭＳ（polydimethylsiloxane：ポリジメチル
シロキサン、例えば、ダウコーニング社製シルガード１８４）に硬化剤を添加したシリコ
ーン樹脂を準備する。電鋳金型８２の突起状パターン８２Ａをシリコーン樹脂に押圧する
。シリコーン樹脂に電鋳金型８２を押圧した状態で、シリコーン樹脂を１００℃で加熱処
理し硬化させる。硬化させたシリコーン樹脂から電鋳金型８２を剥離する。電鋳金型８２
の突起状パターン８２Ａの反転形状である凹状パターン５０Ａを有する樹脂製のモールド
５０を作製することができる。
【００８３】
　凹状パターン５０Ａは突起状パターン８２Ａの反転形状であるので、凹状パターン５０
Ａの各凹部の大きさは、突起状パターン８２Ａの突起部の大きさと、ほぼ同じとなる。但
し、モールド５０を作製する方法は、第１～第３の方法に限定されない。
【００８４】
　次に、モールド５０を用いた、微細なパターンを有する成形品である突起状パターンを
有する経皮吸収シートの製造方法について説明する。図９は、モールド５０を用いた経皮
吸収シートの製造方法の手順を示す工程図である。
【００８５】
　図９（Ａ）は、モールド５０を準備した状態を示している。モールド５０は、図８に示
すモールドの作製方法により作製される。モールド５０の表面５０Ｂには凹状パターン５
０Ａが形成されている。
【００８６】
　図９（Ｂ）は、モールド５０の凹状パターン５０Ａにポリマー溶解液を供給する供給工
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程を示している。
【００８７】
　まず、ポリマー溶解液２００を準備する。ポリマー溶解液２００に用いられる樹脂ポリ
マーの素材としては、生体適合性のある樹脂を用いることが好ましい。このような樹脂と
しては、グルコース、マルトース、プルラン、コンドロイチン硫酸ナトリウム、ヒアルロ
ン酸ナトリウム、ヒドロキシエチルデンプン、ヒドロキシプロピルセルロースなどの糖類
、ゼラチンなどのタンパク質、ポリ乳酸、乳酸グリコール酸共重合体などの生分解性ポリ
マーを使用することが好ましい。これらの中でもゼラチン系の素材は多くの基材と密着性
をもち、ゲル化する材料としても強固なゲル強度を持つため、後述する剥離工程において
、基材と密着させることができ、モールド５０から基材を用いてポリマーシートを剥離す
ることができるので、好適に利用することができる。
【００８８】
　経皮吸収シート２２０を形成する材料としては、水溶性材料を用いることが好ましい。
経皮吸収シート２２０の材料を水溶性材料とすることにより、経皮吸収シート２２０に形
成された突起状パターン２２０Ａを皮膚内に挿入した際に、溶解し薬品の注入を容易に行
うことができる。したがって、ポリマー溶解液２００は水溶性材料を含んでいることが好
ましい。ここで水溶性材料とは、水に可溶な材料を意味する。
【００８９】
　なお、ポリマー溶解液２００に薬剤を含ませることができる。ポリマー溶解液２００に
含有させる薬剤は、生理活性を有する物質であればよく、特に限定されない。薬剤として
、ペプチド、タンパク質、核酸、多糖類、ワクチン、医薬化合物、又は化粧品成分から選
択することが好ましい。また、医薬化合物は水溶性低分子化合物に属するものであること
が好ましい。ここで、低分子化合物とは数百から数千の分子量の範囲の化合物である。
【００９０】
　濃度は材料によっても異なるが、薬剤を含まないポリマー溶解液２００中に樹脂ポリマ
ーが１０～５０質量％含まれる濃度とすることが好ましい。また、溶解に用いる溶媒は、
温水以外であっても揮発性を有するものであればよく、メチルエチルケトン、アルコール
などを用いることができる。そして、ポリマー樹脂の溶解液中には、用途に応じて体内に
供給するための薬剤を共に溶解させることが可能である。薬剤を含むポリマー溶解液２０
０のポリマー濃度（薬剤自体がポリマーである場合は薬剤を除いたポリマーの濃度）とし
ては、０～４０質量％の範囲であることが好ましい。
【００９１】
　ポリマー溶解液２００の調製方法としては、水溶性の高分子（ゼラチンなど）を用いる
場合は、水溶性粉体を水に溶解し、溶解後に薬剤を添加しても良いし、薬剤が溶解した液
体に水溶性高分子の粉体を入れて溶かしても良い。水に溶解しにくい場合、加温して溶解
しても良い。温度は高分子材料の種類により、適宜選択可能であるが、約６０℃以下の温
度で加温することが好ましい。ポリマー樹脂の溶解液の粘度は、薬剤を含む溶解液では１
００Ｐａ・ｓ以下であることが好ましく、より好ましくは１０Ｐａ・ｓ以下とすることが
好ましい。薬剤を含まない溶解液では２０００Ｐａ・ｓ以下であることが好ましく、より
好ましくは１０００Ｐａ・ｓ以下とすることが好ましい。ポリマー樹脂の溶解液の粘度を
適切に調整することにより、モールドの針状凹部に容易に溶解液を注入することが容易と
なる。例えば、ポリマー樹脂の溶解液の粘度は、細管式粘度計、落球式粘度計、回転式粘
度計、又は振動式粘度計で測定することができる。
【００９２】
　図９（Ｂ）に示すように、モールド５０にポリマー溶解液２００を供給し、ポリマー溶
解液２００を凹状パターン５０Ａに充填する。すなわち、ポリマー溶解液２００が凹状パ
ターン５０Ａを構成する凹部に充填される。
【００９３】
　ポリマー溶解液２００を凹状パターン５０Ａに充填する方法として、スピンコータを用
いて充填する方法、スキージを移動させて充填する方法、スリットノズルを移動させなが
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ら充填する方法、ディスペンサーで凹状パターン５０Ａの凹部に充填する方法等を挙げる
ことができる。
【００９４】
　ＷＯ２０１４／０７７２４２に開示されているように、スリットノズルをモールド５０
の表面に接触させた状態で、スリットノズルとモールドと相対的に移動させながら、凹状
パターン５０Ａにポリマー溶解液２００を供給することが好ましい。スリットノズルをモ
ールドの表面に接触させた状態でスリットノズルとモールド５０と相対的に移動させる場
合、モールド５０の表面が平坦性を有していることが好ましい。
【００９５】
　空気の存在により、モールド５０の凹状パターン５０Ａの凹部にポリマー溶解液２００
が奥まで入り込み難い場合が考えられる。したがって、供給工程を減圧環境下で行うこと
が望ましい。減圧環境下とは大気圧以下の状態を意味する。例えば、減圧装置（不図示）
内でモールド５０をセットし、モールド５０にポリマー溶解液２００を供給することによ
り、減圧環境下で凹部内の空気を引き抜きながら、凹状パターン５０Ａの先端までポリマ
ー溶解液２００を充填させることが可能になる。モールド５０が気体透過性の材質である
場合に、特に、供給工程を減圧環境下で行うことが有効である。
【００９６】
　また、別の方法として、ポリマー溶解液２００が供給された、モールド５０を耐圧容器
の中に入れる。加熱ジャケットにより耐圧容器の内部を４０℃まで加熱した後、コンプレ
ッサーから耐圧容器内に圧縮空気を注入する。耐圧容器内を０．５ＭＰａの圧力で５分間
保持し、圧力をかけることにより、凹部内の空気を除去し、モールド５０の凹状パターン
５０Ａの先端までポリマー溶解液２００を充填することが可能になる。
【００９７】
　図９（Ｃ）は、ポリマー溶解液２００を乾燥させてポリマーシート２１０とする乾燥工
程を示している。例えば、モールド５０に供給されたポリマー溶解液２００に風を吹付け
ることにより乾燥させることができる。
【００９８】
　乾燥は、例えば、４ゾーンに分けて、（１）１５℃でのセット乾燥（低湿、風速４ｍ／
ｓｅｃ）、（２）３５℃での弱風乾燥（低湿、風速８ｍ／ｓｅｃ）、（３）５０℃で強風
乾燥（風速１２ｍ／ｓｅｃ）、（４)３０℃で強風乾燥（風速２０ｍ／ｓｅｃ）のような
条件に設定することで効率的に乾燥できる。
【００９９】
　ポリマー溶解液２００をゲル化させることにより、形状を縮小させモールド５０からの
剥離性を高めることができる。この場合、低湿度の冷風を流すことによりポリマー溶解液
２００をゲル化させることができる。完全にゲル化させるために１０～１５〔℃〕の冷風
を上記の場合よりも長時間吹付け、この後、上記と同様に風を吹付ける。又、この場合に
おいて、この後の乾燥させるために高温の温風を流す際には、温風の温度が高すぎると、
ポリマー溶解液２００におけるゲル化が戻ってしまったり、薬剤によっては加熱により分
解等により効能が変化したりするため、吹付ける風の温度には注意を要する。このように
、塗布されたポリマー溶解液２００を乾燥、あるいは、ポリマー溶解液２００をゲル化さ
せた後乾燥させることにより固化し、ポリマーシート２１０とする。
【０１００】
　ポリマーシート２１０とすることで、ポリマー溶解液２００を注入した際の状態よりも
縮小し、特に、ゲル化を行う場合は顕著に縮小する。これにより、後述するモールド５０
からポリマーシート２１０の剥離が容易となる。
【０１０１】
　ポリマーシート２１０とは、ポリマー溶解液２００に所望の乾燥処理を施した後の状態
を意味する。ポリマーシート２１０の水分量等は適宜設定される。
【０１０２】
　図９（Ｄ）、及び（Ｅ）は、ポリマーシート２１０をモールド５０から剥離するポリマ
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ーシート剥離工程を示している。図９（Ｄ）に示すように、ポリマーシート２１０に対し
てモールド５０の反対側の面に、粘着層が形成されているシート状の基材３００を付着さ
せる。基材３００の表面に、表面活性処理をして接着させてもよい。さらには、基材３０
０を密着させた後に、基材３００の上からポリマー溶解液を塗布して、基材３００を埋め
込んでもよい。なお、シート状の基材３００の素材として、例えば、ＰＥＴ（polyethyle
ne terephthalate：ポリエチレンテレフタレート）、ＰＰ（polypropylene：ポリプロピ
レン）、ＰＣ（polycarbonate：ポリカーボネート）、ＰＥ（Polyethylene：ポリエチレ
ン）等を使用することができる。
【０１０３】
　図９（Ｅ）に示すように、基材３００をポリマーシート２１０に付着させた後、基材３
００とポリマーシート２１０とを同時に剥離を行う。基材３００のポリマーシート２１０
との接着面と反対面に吸盤（不図示）を設置し、エアーで基材３００を吸引しながら垂直
に引き上げる。ポリマーシート２１０をモールド５０から剥離し、突起状パターン２２０
Ａを有する経皮吸収シート２２０を形成する。
【０１０４】
　なお、モールド５０を構成する材料を、剥離が非常にしやすい材料により構成すること
が好ましい。また、モールド５０を構成する材料を弾性が高く柔らかい材料とすることに
より、剥離する際における、経皮吸収シート２２０の突起状パターン２２０Ａに加えられ
る応力を緩和することができる。
【０１０５】
　経皮吸収シート２２０の突起状パターン２２０Ａは、モールド５０の凹状パターン５０
Ａの反転形状となる。ここで、経皮吸収シート２２０は、モールド５０から剥離されたポ
リマーシート２１０と基本的には同じである。
【０１０６】
　図９（Ｆ）、及び（Ｇ）は、経皮吸収シート２２０を切断して、個別の経皮吸収シート
２２０とする切断工程を示している。
【０１０７】
　図９（Ｆ）に示すように、モールド５０から剥離した、突起状パターン２２０Ａを有す
る経皮吸収シート２２０と基材３００とを切断装置（不図示）にセットする。経皮吸収シ
ート２２０を切断する位置を決定する。基本的には、突起状パターン２２０Ａごとに切断
位置を決定する。
【０１０８】
　図９（Ｇ）に示すように、経皮吸収シート２２０を切断して、複数の個別の経皮吸収シ
ート２２０とする。なお、本実施形態では、経皮吸収シート２２０と基材３００とを同時
に切断する例を示したが、これに限定されない。
【０１０９】
　例えば、モールド５０から剥離した経皮吸収シート２２０と基材３００とから、基材３
００を剥離し、経皮吸収シート２２０を切断することにより個別の経皮吸収シート２２０
とすることができる。
【０１１０】
　本実施形態では、ポリマー溶解液２００を凹状パターン５０Ａに充填し、乾燥すること
によりポリマーシート２１０を形成する場合を説明したが、これに限定されない。
【０１１１】
　例えば、薬剤を含むポリマー溶解液２００を凹状パターン５０Ａに充填して乾燥し、そ
の後薬剤を含まないポリマー溶解液２００を凹状パターン５０Ａに充填して乾燥しポリマ
ーシートにすることができる。
【０１１２】
　経皮吸収シート２２０を形成できるポリマー溶解液２００を供給する限り、ポリマー溶
解液２００を供給する回数、ポリマー溶解液２００中の薬剤の有無を適宜変更することが
できる。
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【０１１３】
　図１０は、個別の経皮吸収シート２２０の斜視図である。個別の経皮吸収シート２２０
は、一方面に突起状パターン２２０Ａを有している。また、経皮吸収シート２２０は突起
状パターン２２０Ａの形成された面と反対面に基材３００とを有している。
【０１１４】
　本実施形態によれば、陰極に取り付けられたモールドから気泡を除去することができ、
空洞、及び／又は欠けのない電鋳金型を作製することができる。作製された電鋳金型を用
いてモールドを作製することができる。作製されたモールドを用いて経皮吸収シートを製
造することができる。
【実施例】
【０１１５】
　以下に、本発明の実施例を挙げて本発明をさらに具体的に説明する。なお、以下の実施
例に示される材料、使用量、割合、処理内容、処理手順等は、本発明の趣旨を逸脱しない
限り適宜変更することができる。したがって、本発明の範囲は以下に示す具体例により限
定的に解釈されるべきものではない。
【０１１６】
　（基本条件）
　φ８インチの大きさで、１．５ｍｍの厚さのＬＬＤＰＥ（直鎖状低密度ポリエチレン：
Linear Low Density Polyethylene）材料の表面に、０．９ｍｍの深さで略円錐形の凹部
を１ｍｍのピッチで形成することにより、針状の凹状パターンを有するＬＤＰＥ製の母型
を準備した。母型に対する前処理として、凹状パターンを有する母型に、スパッター処理
により、０．２μｍの厚みＮｉ膜を形成した。前処理された母型を、電鋳槽に保持され４
５℃に温度管理された電鋳液に浸漬し、母型を浸漬した後、０．１５ｍｍの厚みの電鋳金
型が得られるように電鋳処理を行った。電鋳液として、スルファミン酸ニッケル電鋳液（
昭和化学株式会社製、ＮＳ１６０）を用いた。
【０１１７】
　（実施例１）
　電鋳液に浸漬する前に、以下の条件で脱泡処理を行った。前処理された母型を前処理液
槽に保持される２５℃に温度管理された前処理液に浸漬した。前処理液として純水を用い
た。真空脱気装置（チヨダエレクトリック社製、水系真空脱気装置ＴＫＨ－１１）により
、５Ｌ／分の処理水量で純水に対し脱気処理を行いながら、６００Ｗの出力で、３５ｋＨ
ｚの基本周波数の超音波を、母型の凹状パターンに３分間印加した。純水の溶存酸素濃度
は１．０ｍｇ／Ｌ以下であった。
【０１１８】
　脱泡処理を終えた母型を前処理液槽から取り出して電鋳液に浸漬し、基本条件にしたが
い電鋳処理を行った。
【０１１９】
　（比較例１）
　電鋳液に浸漬する前に、以下の条件で脱泡処理を行った。前処理された母型を前処理液
槽に保持される２５℃に温度管理された純水に浸漬した。６００Ｗの出力で、３５ｋＨｚ
の基本周波数の超音波を、母型の凹状パターンに３分間印加した。実施例１とは異なり、
真空脱気装置による脱気処理を行わなかった。
【０１２０】
　脱泡処理を終えた母型を前処理液槽から取り出して電鋳液に浸漬し、基本条件にしたが
い電鋳処理を行った。
【０１２１】
　（比較例２）
　脱泡処理を行わずに、基本条件にしたがい電鋳処理を行った。
【０１２２】
　（結果）
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　図１１は、実施例１に係る電鋳金型の突起状パターンの外観写真であり、図１２は比較
例１に係る電鋳金型の外観写真であり、図１３は、比較例２に係る電鋳金型の外観写真で
ある。
【０１２３】
　実施例１に係る電鋳金型の外観写真によれば、突起状パターンに空洞、及び／又は欠け
が見られなかった。一方、比較例１では、突起状パターンの一部の突起部に空洞、及び／
又は欠けが見られた。また、比較例２では、突起状パターンの多くの突起部に空洞、及び
／又は欠けが見られた。
【０１２４】
　実施例によれば、電鋳処理を行う前に、脱気された前処理液に針状の凹状パターンを有
する母型を浸漬し、かつ超音波を凹状パターンに向けて印加することにより、脱気された
前処理液を、凹部内に、十分充填することができる。この針状の凹状パターンに脱気され
た前処理液が充填された母型を用いることで、電鋳金型に空洞、及び／又は欠けが発生す
ることを抑制できる。
【０１２５】
　次に、実施例１により得られた電鋳金型を用いて経皮吸収シートを製造した。
【０１２６】
　（モールドの作製）
　実施例１により得られた電鋳金型の上に、０．６ｍｍの厚みのシリコーンゴム（ダウコ
ーニング社製ＳＩＬＡＳＴＩＣ－ＭＤＸ４－４２１０）の膜を形成した。電鋳金型の先端
部を膜表面から５０μｍ突出させた状態で、シリコーンゴムの膜を熱硬化させた。次いで
、電鋳金型から硬化されたシリコーンゴムの膜を剥離した。約３０μｍの直径の貫通孔を
有するシリコーンゴムの反転品のモールドを作製した。モールドの中央部に１０列×１０
行の２次元配列された凹状パターンを形成した。凹状パターンの開口部が広い方をモール
ドの表面とし、３０μｍの直径の貫通孔（空気抜き孔）を有する面をモールドの裏面とし
た。
【０１２７】
　（薬剤を含むポリマー溶解液の調製）
　ヒドロキシエチルスターチ（Ｆｒｅｓｅｎｉｕｓ　Ｋａｂｉ社製）を水で溶解し、８％
の水溶液に調液した。次に、薬剤として２質量％のヒト血清アルブミン（和光純薬社製）
を水溶液に添加した。この水溶液を、薬剤を含むポリマー溶解液とした。調液後、３ｋＰ
ａの減圧環境下で４分間晒し、薬剤を含むポリマー溶解液（薬液）に対して脱気を行った
。
【０１２８】
　（薬剤を含まないポリマー溶解液の調製）
　ヒドロキシプロピルセルロース（日本曹達社製）を水で溶解し、３０％の水溶液に調液
したものを、薬剤を含まないポリマー溶解液とした。調液後、３ｋＰａの減圧環境下で４
分間晒し、薬剤を含まないポリマー溶解液（基材液）に対して脱気を行った。
【０１２９】
　（薬液充填工程、薬液乾燥工程）
　薬液充填装置を用いてモールドの凹状パターンに薬液を充填した。薬液充填装置は、モ
ールドとノズルの相対位置座標を制御するＸ軸駆動部、及びＺ軸駆動部を有する駆動部と
、ノズルを取り付け可能な液供給装置（武蔵エンジニアリング社製超微量定量ディスペン
サーＳＭＰ－ＩＩＩ）と、モールドを固定する吸引台と、モールド表面形状を測定するレ
ーザー変位計（パナソニック社製ＨＬ－Ｃ２０１Ａ）と、ノズル押し込み圧力を測定する
ロードセル（共和電業製ＬＣＸ－Ａ－５００Ｎ）と、表面形状、押し付け圧力の測定値の
データを基にＺ軸を制御する制御システムと、液供給装置に取り付けられたステンレスの
ノズルと、を備える。
【０１３０】
　水平な吸引台上に一辺１５ｍｍの気体透過性フィルム（住友電工社製ポアフロンＦＰ－
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０１０）を置き、その上に表面が上になるようにモールドを設置した。モールド裏面方向
からゲージ圧９０ｋＰａの吸引圧で減圧して、気体透過性フィルムとモールドとをバキュ
ーム台に固定した。
【０１３１】
　Ｚ軸駆動部を用いてノズルをモールドの表面に押し付けつつ、Ｘ軸駆動部を用いてノズ
ルを移動させながら、凹状パターンにノズルから薬液を充填した。薬液の充填を終えた後
温度５℃、相対湿度５０％ＲＨの環境下にて３０分間静置することにより、薬液を乾燥さ
せた。乾燥させることにより薬液を凹状パターンの先端に局在させた。
【０１３２】
　（基材液充填工程、基材液乾燥工程）
　開口部を有するステンレス製の薄板を型として準備した。薬液を充填したモールドを吸
引装置に吸引固定した。モールドの凹状パターンが、ステンレス製薄板の開口部の中に入
るように位置合わせした。モールドの表面にステンレス製薄板を重ね合せた。ステンレス
製薄板の開口部に基材液を流し込み、過剰な基材液をスキージまたは丸棒で掻きとった。
基材液を凹状パターンに充填した。
【０１３３】
　温度２３℃、相対湿度４５％ＲＨ、及び風速０．４ｍ／ｓの環境下で、３５℃のホット
プレート上にモールドを設置して６時間静置することにより乾燥した。基材液の含水率は
５％以下に達した。
【０１３４】
　（剥離工程）
　エアーで吸引しながらポリマーシートを引き上げる方法により、ポリマーシートをモー
ルドから剥離した。先端に薬剤を含む層と薬剤を含まない層とにより構成される三次元配
列構造の突起状パターンを有する経皮吸収シートを製造した。
【０１３５】
　（経皮吸収シートの形状）
　経皮吸収シートの突起状パターンに欠陥は見られなかった。実施例１で作製された電鋳
金型に空洞、及び／又は欠けが発生していない。この電鋳金型を利用して反転型のモール
ドを作製し、このモールドから経皮吸収シートを製造しているので、突起状パターンに欠
陥が見られなかった。また、電鋳金型を利用しているので、反転型のモールドを効率的に
作製でき、結果として経皮吸収シートを効率的に製造することができる。
【符号の説明】
【０１３６】
１０　モールド
１０Ａ　凹状パターン
１０Ｂ　表面
１２　凹部
１４　熱可塑性樹脂
２０　陰極
２２　シャフト
２４　陰極板
２６　固定部材
３０　前処理液槽
３２　前処理液
３４　循環流路
３６　真空脱気装置
３８　超音波振動子
４０　溶存酸素計
５０　モールド
５０Ａ　凹状パターン
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５０Ｂ　表面
６０　電鋳装置
６２、６２Ａ　電鋳液
６４　電鋳槽
６６　ドレーン槽
６８　ペレット
７０　チタンケース
７２　排水配管
７４　供給配管
８０　金属体
８２　電鋳金型
８２Ａ　突起状パターン
１００　原版
１００Ａ　突起状パターン
１００Ｂ　平面
２００　ポリマー溶解液
２１０　ポリマーシート
２２０　経皮吸収シート
２２０Ａ　突起状パターン
３００　基材

【図１】 【図２】
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